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分配の独占度理論
一一カレッキ一理論の一考察一一
日 隈 健 壬
分配の問題は経済問題であると同時に，すぐれて社会的・政治的問題で
もある O そのために，分析手法も純理論的分析に社会経済的手法を加えて
いる場合も多し、。それはそのまま幅の広い問題としてアプローチされるこ
とにもなっている。
しかしながら，分配理論自身の現代的課題の一つはは，成長する寡占経
済の分配理論として再編成されてゆく方向を見出さねばならなし、。
この小論では，カレッキーの「独占度」を再度確認するためのノートで
ある。
ーいわゆる"限界生産力理論"と代替の弾力性一
新古典派分配理論では限界生産力をもって近代的に生産関数の問題を取
(注2)
り入れたヒックス理論がほぼ主役をつとめた。その彼の基本方程式は
d(よ)~L 
I K ) PK Es=ー ¥，民…・…………… H ・H ・-…...・ H ・..(1) 
d(士)~ 
d (37 ・ ~ ) = ( 1 -Es) d(長一)(長)........(2) 
PL・..単位当り労働の価格
PK・..単位当り資本の価格
注1 紙面のつごうで最後のページを参照。
注2 日隈健壬，集計的需要と独占による分配理論の史的展開と総合化，分配の巨視
的理論，広島経済大学研究論集，第8号， 1973， pp. 10l ~105o J. R.ヒックスo
内田忠寿訳，賃金の理論，東洋経済新報社， 1955， pp. 299~310。
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ここで， Es は労働と資本とのあいだの代替の弾力性 (elasticityof sub 
stition)にほかならなL、。 (2)式は労働を資本の相対的分け前を示しこの
式によっても明らかなように， Es は労働と資本との代替の程度をはかる
指標であり，資本集約化ないし労働集約化の変化にかんする尺度である C
更に，PdPKを縦軸;二，L/Kを横軸とすると，
PL/PK s 
O A 
Fig. 1 
L/rc 
Fig 1における OABCは相対的分け前
であり，PdPK 土資本Ke労働Lとの
限界生産力によってきまり SS/曲線
の型は技術によって決まる。 L、いかえ
ると，所得の相対的分け前は技術的関
係によって決まる。また， s〆曲線は
均衡の安定のために下方に向くことが
必要条件であり，そのため常に負の勾
配をもっO なぜならば，競争の結果，
又は技術的代替の限界等は減少すると仮定されるからである。ここが新古
典派の分配理論の構造である。
仮に，要素Kの使用量は不変として，要素Lの使用量が増加すると L
の限界生産物ば減少する(収穫逓減の法則)。又は仮に，生産規模に対する
収穫不変の条件の下では，要素Lの増加ば要素Kの限界生産物を増大させ
る。なぜならぽ Kだけの増加;土Kの限界生産物を低減させ，さらに双方
の要素の比例的増加は，その限界生産物を変化させずにおくものであるか
ら Lの増加は，故に Kのもつ効果を相殺するにちがし、ない，従って，
Lのみの増加はKの限界生産物を上昇ぜしめる O さらに，分配率と代替の
弾力性との関係についてば， r分配率一定の仮説は，生産の技術的側面を
重視するかぎり，代替の弾力性1という条件をおけば成立す22もし代替
の弾力性が1よりも大であれぽ Lの使用がKの使用に比べて相対的に増
加すると， SS/曲線の下の短形の面積は増加する。
注3 児玉元平，巨視的分配の理論，評論社， 1967， p-ll0， 
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この面積を測る式ば，
PL _ L _ LPL ・ (3) 
PK K KPK 
すなわち(3)式は総生産物が要素聞に分配される比率である。 また，Pd 
PK vd:労働の分け前にたいする資本の分け前の比率で， L/Kが変化した
とき PL/PK の動きは(2)式で表わせる。 (2)式からもわかるように，仮に代
替の弾力性が1に等しいならば資本と労働の結合比率が変化しても分配率
は不変であることがわかる O
これまでの式を摘要すると，広義の経済成長，あるいは発展が， (1)，労
働人口の増加， (2)，資本の蓄積， (3)，技術進歩を含むものと理解される。
そしてこれらの三つの要因が分配平にどう影響するかが課題となる。今，
技術進歩が存在せず，労働と資本との供給量のみが増加する場合で，さら
にその時 Kの増加の方がLの増加よりも大きいとし資本と労働との完
全雇用を前提とし生産関数について上記の想定のもとではL，Kl亡対応
して PdPKは必ず上昇する O すなわち，d (PdPK)>O とすると， (2)式
から， Es>lならば，労働の分配率:工低下L資本の分配率は上昇する O
Esニ 1ならば，分配率は不変。 Esく1ならば，労働の分配率ば上昇し資
本の分配率は低下する。このように代替の弾力性を用いれば，資本主労働
の相対価格の変化による分配率の変動を計測することができる。
以上，新古典派の分配理論としてヒックス理論を簡単:こ摘要した。 しか
しながら，分配の限界生産力説については幾つかの残された問題を挙げごな
ければならなL、。それは，
1 )完全競争市場を前提;こしてはいるが， 現実の経済ば多かれ少なか
れ，この前提条件から乗離している。更に問題なのは，独占要素が存在す
る市場の競争が不完全な場合に，生産要素価格とその限界生産物価値との
注 4 アメリカ経済及び全体としての工業部門は Esく1，他方，多くの産業及び生産
物グループは Es)lの生産関数をもっている形跡が実証されている。 Ferguson，
J. P. E. P. E. Stat.， 1965. pp. 134-148. 
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均衡が成立Lないことについて理論修正が必要である。
2)限界生産力命題が結果と Lて生産要素市場における需要側の解明に
偏っている。それ;工，命題が個別企業の均衡条件を基礎と Lて提示された
ものであるからである。そのかぎりにおいては，生産要素の供給側の事
情，更に，生産物市場の価格決定を考えないかぎり，要素価格そのものの
最終的決定に;土ならなL、。
3)また，本来個々の企業行動の理論として定式化された限界生産力説
を国民所得の分配という巨視的分野に拡大することに幾つかの問題があ
る。
このような欠陥からむしろ競争の不完全性，ないし独占と L、う要因に着
円して，これを所得分配の主な規定要因とするところの， ヘ、わゆる「独
占度J理論"が登場してくることになる。
この小論ではカレッキー (M.Kalecki)の独占度理論 (TheDegree of 
Monopoly Theories of Distribution) をテーマに， 経済の独占度諸力が
分配率:こ及ぼす影響について検討する。このように，限界生産力説を採用
しないで，最初から巨視的立場にたって国民所得の分配を説明しようとす
(主 5) C:>t 6) (i竺7) 
る諸理論にはカルダー， ロビンソン，カレッキー，などが代表的である O
これら諸理論の特徴は「資本家が支出すれば，それだけ利潤が増大して，
減ずることのない無尽蔵の瓶」とLづ widow'sCruse的利潤論に立脚し
Lて，国民所得にたいする投資の比率によって示される有効需要の内部構
成を集計的分配率の主な規定因と寸るところにある O 先記のヒックスiこ代
表される新古典派の分配理論が生産関数を分析の基礎にしているのに反し
て，これらは生産物にたいする需要の側面から集計的所得分配 (Aggreg-
注5 N. Kalder，“Alternative Theories of Distribution， Review of Economic 
Studies， 1955-56， pp. 94-100， reprinted in Essays on Value and Distribution， 
1960， pp. 209-36. 
注 6 J. Robinson. The Accumulation of Capital， 1956. 
注7 M. Kalecki，“A Theory of Profit" Economic Journal， J une， 1942， pp. 258 
267. 
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また，カレッキ一理論のフレームワークはこのように定まる利潤が賃金
との分配関係を同時;二みたすように所得水準を決定するというところにあ
るO 以下のノートば，そのさい所得決定の媒介項として分配率がし、かに決
まるかをさぐるものである。
カレッキ-Ilia命
カレッキーは企業の独占力が分配率を変動させる主な規定因であるとす
る点でユニークな地位を占めている O それば経済全体の独占度が高まる
と，それによって労働への分配率は低下し利潤を不変としたまま社会の
所得水準は賃金の犠牲において引上げられるということである O
しかしながら独占度概念を最初に捉唱したのは A.P. Lernerラーナー
(“The Concept of Monopoly and the Measurement of Monopoly 
Power，" Review of Economic Studies， June 1934)で，彼(土「独占収入
を総売上金額と比較し，この比率を独占力の尺度とする」と述べている O
彼:土独占収入概念(土，総収入から総主要費用(賃金費用プラス原材料費)
を差しヲ!¥，、た粗利潤(純利潤プラス共
通費用)である O 彼:土 Fig・2 のよう
に，右下りの伺別需要曲掠 dd〆 と横
軸に平行な平均主要費用曲線、を仮定し
た不完全競争の分析から独占度を測定
しようとする。この場合の企業の均衡
状態:土，粗利潤阪大の条件を満たして
L 、る。それは，この企業の限界収入院i
????
???????????
P 
。 Q 生戸手量
Fig.2 
注8 M. Kalecki， Essays in the Theory of Economic Fluctuations， London， 1939， 
pp. 13-4， repninted in Readings in the Theory of Income Distribution， 1954， 
pp. 197-217. 
日隈健壬向上， pp.101~2。
Harold， Lydall， A Theory of Income Distribution， Clarendon Press， 1979， 
pp. 115-6. 
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線と限界費用曲線 (Fig・2では，正常能力点までは平均主要費用曲線と完
全に一致する)の交点の横座標によって示される生産量 (OQ) とその均
衡生産量 (OQ)に応ずる価格 (0P) とによって規定される C したがっ
て，極大粗利潤量ほ Fig・2の斜線部分で示される O
以上の分析から， r独占収入と総売上金額との比較は，価格から限界費
用を差引いた残りと価格の比率に正確に一致する。そLて独占力の尺度と
しての公式は後者を用い Pを価格 cを限界費用とすると独占度の指数
は， p-C/pである。」これは， r需要の弾力性の公式の逆数と類似して
いる。異るところは限界費用の項が，限界収入の項と入れかわっておかれ
ているところだけである。J(lerner， op. cit.， P.26) 
カレッキーは彼自身の論文， Essays in the Theory of Economic Fluct 
uation， London， 1939 において，ラーナーの分析にしたがし、ながらモデ
ルを展開した。 例えば，
いま，貯蓄が利潤からのみ行われると仮定するとき，資本家の投資が貯
蓄にちょうど等しくなるように利潤が決定され，このようにマクロ的;こ決
められる利潤が分配率を媒介にして国民所得の均衡水準を決定する。そし
て，所得決定の媒介項となっている分配率はいかにして決まるかというと
き，視野を国民純生産の所得循環だけでなく原材料循環にひろげ，更に完
全競争の前提をすてて，不完全競争の支配する現実的な市場形態を導入す
る。この意図ば，分配決定の問題に不完全競争下における独占企業の価格
形成の政策を結びつけようとする視角の明示にある。そして価格形成原理
としては，伝統的な限界原理による代わりに，独占企業のフル・コスト原
理的な行動様式を想定する。
ここで，総主要費用=W+Mであり， Wは賃金支払額， M"土原材料費と
する。
また，企業の価格形成は，主要費用に一定率の利潤の加算率をマーク・
アップして行なわれるとみるのが価格形成におけるフノレ・コスト理論の立
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場である。ここで，平均主要費用は不変で，限界主要費用に等Lくなると
仮定して，平均主要費用に対するマーク。アップ比率を kとする。
すると，総売上高=k(W+M)) k(独占度)
粗利潤ニ k(W+M)一(W+M)
= (k -1 )(W+M) 
国民所得Y= (k -1) (W十M)+W
賃金の分配率予=
1 …・ (4)
l+(k-l)(j+l) 
(j =与賃金総額に対する総売上高の比率〉
1 、， ……・・(4)'
1 + k W 
(4)， (4y式→因果式…労働分配率→ kと原材料費用・賃金費用の比率
jに依存する。
(問kが増刊働の分配率低下賃金費問し原料費が
上昇凸 jが上昇して労働の分配率ぽ低下
つまり，賃金の分配率 (W/Y)式を一つの因果式として考えると，賃金
の分配率 (W/Y)は，独占度kと，賃金総額に対する総売上高の比率 jに
依存する。そして賃金の相対的分け前ぽカレッキーによると， (4)式によっ
てkが大きくなるほど，又，賃金総額と総売上高との聞の交換条件 jが高
いほど，労働の分配率は低下する O
更に， (4)ノ式によって， カレッキーの賃金分配率の動きは次のように説
明される。景気の循環を通しての賃金分配率の短期的な不変性について
は kとM/Wとが相互に反対方向に変化してその効果を相殺し，その結
注9 主要費用をこえる利潤マージンは kが大なるほど大である。
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果として分配率を不変にたもつ傾向がある O
すなわち，一方ではkが，不況期に増大し好況期に減少するのにたい
(注10)
して，他方で;土 jがそれと反対に不況期に減少し好況期に増大する O こ
れに反して，賃金分配率の長期的な動きについては，それほど明確な説明
はできなL、。ただ，独占度は長期的に増大するであろうから，も Ljが減
少しないならば，労働の分配率は低下傾向を示すであろう。なお，カレッ
(注11)
キーが具体的な事例と Lてあげている，アメリカの1909-25年間，イギリ
スでほ1913ー←35年間とL、う期間においては kとM/Wとが相互に反対方
向に変化してその効果をうち消しあい，その結果として賃金分配率を不変
にたもつような効果を発揮しているのであるが，これは一般的傾向とみな
されるべきものではない。
アメリカ・イギリスの場合の国民所得における生産労働者の相対的分け前
一白名手予 1911I '19 '20 I '21 I '22 I '23 I '24 1 '25 I '26 I '27 
イギリス I 40.7 I - I - -I - I -I 43.0 I 40.8 I 42.0 I 43.0 
アメリヵ 1-I 34.9 I 37.4 i 35.0 I 37.0 I 39.3 I 37.6 I 37.1 I 36.71 37.0 
戸JK'28i'29l'30 l'31|'32i'33 I '34 I '35 
アメリヵ [43O i424|411i437i43O |427i42O l418 
イギリス : 35.8 I 36.1 I 35.0 I 34.9 I 36.0 ! 37.2 ， 35.8) -
しかしながら，カレッキー・モデルには多くの問題点が浅されている。
カレッキ一理論の問題点
カレッキーによる分配理論の定式化時分配率が長期にわたってほぽ一定
(注12)
率を保ちつづけてきたと t、う「分配率の不変性の謎」をイギリス・アメリ
注10 このような jの動きにたL、してほ，農業や鉱業など，原材料生産部門の短期限
界費曲線が急匂配で右上りの曲線になるからだとL、う説明もある。
注11 M. Kalecki，“The Distribution of the National lncome" Essays in the 
Theory of Economic Fluctuation， 1939， pp. 13-41. 
注12 M. Kaleckし同 ι
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カの生産労働者の相対的分け!日jのデータから確認されることによってそれ
を直接に解明Lょうとする7玄関のもとに生まれたc
しカ冶しながら， カレッキ一理論の難点は国民所得の分配と独占度とのあ
いだに一定の関係があるということ1認めると Lても， 進んでこれから犯!
占度が所得の分配を決定するとL、う因果関係を茸くことは可能であろうか。
(注13)
宮沢は次のように述べている。 「独占度が所得の分配を決定するという
因果関係を W/Y= 1/1十(k-1)(j+1)ー 一 (4)
j =おとすると
与=-1II(4)'
l+kす
式のような定義式そのものの変形からはまったく出てこないこ左で， こσコ
主張を可能にするための一翼となるのが独占企業の価格形成の理論である
。また，限界原理に代えてフル・コスト的価格形成を導入Ltニ意味はここ
にあるといえる!っ
なぜ、なら， ブノレ・コスト的価格形成ぽ独占度が被決定悶子となることを
回避させるのに役立つからである C
しかLながらこれだけでは不完全である O なぜなら， 独占度の指標と L
て生産物市場におけるそれだげを考えて，資本市場についてそれを考!意せ
ず，資本利潤率ではなくて売上高利潤率によって問題を処理している点で
ある。この点が解決きれなければ，定義式の変形による定式がもっギャッ
プをすべて埋めつくすことにはならなL、。
また，大野は先記の M/Wの動きについて，農業や鉱業など，原料生産
部門の短期限界費用曲線が急勾配で右上りになるからとL、う説明に反し
て，賃金分配率 W/Yの長期的な動きについては，明確な説明が与えられ
注13 宮沢健一，独占度理論の問題点，巨視的分配の理論，
1976， pp. 193-194. 
注14 大野吉輝，独占的諸力の影響，
論社， 1965， pp. 189-190. 
カレッキー の独占度，
国民所得論，筑摩書房，
巨視的分配理論， 日本語
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ていないことを指摘する。そこには，おおざっぱな見通しとして，独占度
は長期的に増大するであろうから，もし M/Wが減少するならば，労働の
分配率は低下するだろうと述べているにすぎなし、。
その他の残された疑問点
以下，カレヅキ一・モデルの問題点を列挙して，ノートの次回へのつな
ぎとしよう。
1 )ケインズl/ーダーの批判がある O それはカレッキーが企業の短期
限界費用を一定としている点であり，限界費用が産出量の増加とともに増
大することを指摘して，伎の前提が非現実的であることを批判している。
2)彼のモデルは狭義の賃金，すなわち，生産労働者(manualLabour) 
の賃金の分配率の動きを説明するために構成されたものであるから，今日
的な広義の俸給やその他の給付を含む賃金の分配率の分析に適用すること
(注16)
がむずかしい。
3) 4)'式からも明らかなように，企業の独占力が増大すればするほど
賃金所得の分配率はますます低くなるとL、う構造になっている。なるほ
ど，個別企業の次元においては，独占力の増大はたしかにその企業の利潤
を増加させ，賃金分配率を低下させるであろうが，これに反して総体経済
の次元においては，それは実質賃金の下落を引起し，その結果として総売
上高の減退をもたらすから，たとえ利潤の分配率が上昇するとしても，そ
の絶対額を必ずしも増加させるとはかぎらなし、。それは，有効需要に対し
てはねかえり作用を発揮するから，集計的賃金分配率を必ずしも低下させ
るとはかぎらない， とも言える。カレッキー・モデ、ルは，このように有効
需要を媒介とする独占力の影響を考慮していないのである。
4)モデ、ルの kは一種の巨視的指標ではあるが，これも微視的な価格分
析の手法を集計的経済の領域;こ応用したものであって，独占度kは個別企
注15 J. M. Keynes.“Relative Movement of Real Wages and Output"， Economic 
Journal， 1939， pp. 44-49， M. W. Reder，“Rehabilitation of Partial Equilibrium 
Theory"， American Economic Re¥iew， Proceedings， 1952， pp. 191-2. 
注目注11参照。
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業の独占度の加重平均であるから，所得分析とぽまったく同じレベルの巨
視的概念ではないといえる O そのためには，ケインズの巨視的な所得分析
の手法に直接対応するような巨視的な独占度概念が不可欠である。これま
での独占度の指標とされた， ラーナーの独占度， 市場占有率， 資本集中
度，等々はいずれも個別企業，あるいは個々の産業部門の領域において適
用されるにすぎなL、。以上のようにカレッキーの理論はまだ多くの疑問を
残したままである O
また，最後に， 1仮に現実の資本主義経済が独占度を増大きぜていく傾向
にあるとすれば，それば分配率を低下させていくであろう O これはマルク
ス理論の着想と同じであるが，現実においては，長期にわたって分配率の
不変性がみられることからすると，この独占度の上昇が分配率低下の効果
を打ち消すように(4y式のM/Wが働いてきたのでなけれlまならなし、。つま
り，製品価格に占める原材料費用が，賃金費用に比べて相対的に低落して
きたのでなければならない。また好況期で、は企業間競争が独占度を低下さ
せる効果を相殺するに足るだげ原料価格が賃金コストに比べ相対的に上昇ー
するように働くという，相殺作用が示されなけれlまならない。
しかし，最近でほ，分配率の不変性の事実それ自体にはかなり有力な懐
疑的な見解が表明されているし，またし、ずれかといえば，賃金所得分配本
の傾向的な上昇を示す実証研究もあらわれている。仮に後者が事実であ
り，文，カレッキ一理論が正しいものとすれば，独占度の上昇傾向の効果
を打ち消Lてあまりあるほどの原料価格を賃金率に比較して大きく相対的
に低めてきた結果で、あろう。 Lかし残念なことに， カレッキーの(4y式か
らは後者のような帰結はでてこない。ここにカレヅキ一理論の問題点が残
るのである。
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